
ズ
ー
ム
ア
ッ
プ
経
済
統
計

退
職
給
付
制
度
（
退
職
一
時
金
、
企

業
年
金
）
は
、
従
業
員
に
と
っ
て
退
職

後
の
所
得
を
確
保
す
る
た
め
の
重
要
な

役
割
を
担
う
も
の
で
あ
る
。
同
時
に
、

企
業
に
と
っ
て
も
、
従
業
員
が
安
心
し

て
職
務
に
従
事
で
き
る
環
境
を
整
え
る

こ
と
に
よ
り
、
人
材
の
確
保
な
ど
を
図

れ
る
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。

厚
生
労
働
省
は
、
民
間
企
業
に
お
け

る
労
働
時
間
や
賃
金
制
度
等
の
就
労
条

件
に
つ
い
て
毎
年
、
調
査
結
果
（
就
労

条
件
総
合
調
査
）
を
公
表
し
て
い
る
が
、

退
職
給
付
制
度
の
導
入
状
況
に
つ
い
て

は
５
年
に
一
度
の
頻
度
で
調
査
結
果
を

公
表
す
る
。
ち
ょ
う
ど
２
０
１
８
年
調

査
（
17
年
12
月
〜
18
年
１
月
）
が
今
秋

に
も
公
表
さ
れ
る
予
定
だ
。
現
時
点
で

は
13
年
調
査
が
最
も
新
し
い
統
計
結
果

と
な
る
が
、
そ
れ
に
よ
る
と
退
職
給
付

制
度
を
導
入
し
て
い
る
企
業
は
全
体
の

75
・
５
％
で
、
そ
の
内
訳
は
「
退
職
金

の
み
（
49
・
７
％
）」、「
年
金
の
み
（
８

・
８
％
）」、「
両
制
度
併
用
（
17
・
１

％
）」
と
な
っ
て
い
る
（
図
表
）。

も
っ
と
も
、
従
業
員
規
模
別
で
見
る

と
、
大
企
業
と
中
小
企
業
で
は
導
入
状

況
が
か
な
り
異
な
る
。
た
と
え
ば
、
従

業
員
１
０
０
０
人
以
上
の
企
業
で
は
、

退
職
給
付
制
度
を
導
入
し
て
い
る
の
は

93
・
６
％
で
、
そ
の
内
訳
は
「
退
職
金

の
み
（
21
・
５
％
）」、「
年
金
の
み

（
27
・
１
％
）」、「
両
制
度
併
用
（
45

・
０
％
）」
だ
っ
た
。
つ
ま
り
、
大
企

業
で
は
９
割
以
上
が
退
職
給
付
制
度
を

導
入
し
、
そ
の
半
数
近
く
が
退
職
金
と

年
金
を
併
用
し
て
い
る
。

一
方
、
従
業
員
30
〜
99
人
の

企
業
で
は
、
退
職
給
付
制
度
を

導
入
し
て
い
る
企
業
は
72
・
０

％
で
、
内
訳
が
「
退
職
金
の
み

（
53
・
４
％
）」、「
年
金
の
み

（
６
・
２
％
）」、「
両
制
度
併

用
（
12
・
５
％
）」
と
な
っ
て

い
る
。
つ
ま
り
、
中
小
企
業
で

は
、
大
企
業
よ
り
も
退
職
給
付

制
度
を
導
入
す
る
企
業
の
割
合

が
低
く
、
し
か
も
過
半
数
が
退

職
金
の
み
と
い
う
状
況
で
あ
る
。

中
小
企
業
の
退
職
金
制
度
に
つ

い
て
は
、
社
内
準
備
や
中
小
企

業
退
職
金
共
済
制
度
の
利
用
が

多
い
。
企
業
年
金
制
度
の
利
用

が
少
な
い
背
景
と
し
て
は
、
中

心
的
な
制
度
で
あ
っ
た
適
格
退
職
年
金

や
厚
生
年
金
基
金
が
（
事
実
上
）
廃
止

（
注
）
さ
れ
、
企
業
年
金
制
度
の
導
入

割
合
が
年
々
低
下
し
て
い
る
こ
と
が
あ

げ
ら
れ
る
。

企
業
年
金
に
は
、
公
的
年
金
を
補
完

す
る
私
的
年
金
と
し
て
の
役
割
が
期
待

さ
れ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
た
と
え
ば
、

Ｄ
Ｃ
（
確
定
拠
出
年
金
）
で
は
、
従
業

員
１
０
０
人
以
下
の
企
業
を
対
象
に
、

設
立
手
続
等
を
緩
和
し
た
簡
易
型
の
制

度
（
企
業
型
）
や
、
個
人
型
Ｄ
Ｃ
に
加

入
す
る
従
業
員
の
拠
出
す
る
掛
金
に
、

事
業
主
（
企
業
）
が
追
加
的
に
拠
出
で

き
る
制
度
が
新
た
に
導
入
さ
れ
た
。
ま

た
、
関
連
グ
ル
ー
プ
企
業
な
ど
複
数
の

事
業
所
で
、
総
合
型
Ｄ
Ｂ
（
確
定
給
付

企
業
年
金
）
を
設
立
す
る
こ
と
も
で
き

る
。
従
業
員
の
退
職
後
の
所
得
確
保
と

い
う
点
か
ら
も
、
将
来
的
に
、
年
金
資

産
が
外
部
積
立
さ
れ
る
企
業
年
金
制
度

が
普
及
し
て
い
く
こ
と
が
望
ま
し
い
。

（
注
） 　

適
格
退
職
年
金
は
、
２
０
１
２
年
３

月
末
で
制
度
廃
止
。
厚
生
年
金
基
金

は
、
14
年
４
月
１
日
以
後
の
基
金
の
新

設
が
不
可
。

老
後
に
不
安
を
残
す

中
小
企
業
の
退
職
給
付
制
度

（
厚
生
労
働
省
「
就
労
条
件
総
合
調
査
」）

大
和
総
研 

金
融
調
査
部

研
究
員

佐
川 

あ
ぐ
り
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（注）１．調査期日は、2013年１月１日現在。
　　２ ．調査対象は、日本標準産業分類に基づく15大産業（07年11月

改訂）に属する、常用労働者が30人以上の民営企業から抽出。
（出所） 　厚生労働省「平成25年就労条件総合調査」をもとに大和総研

作成。

〔図表〕 退職給付制度がある企業の導入状況
両制度併用年金のみ退職金のみ

従業員規模
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